
事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～ 年度

施策名（節 ）

総
合
計
画

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

020

事 業 期 間

㎡

管 理 形 態

指定管理者名

市 施 設県 施 設

補助区分

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度 平成23年度

市債 一般財源

内容（基準単価・補助率等）

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

団体運営費補助

格差是正補助

補 助 内 容

行政管理部

管財課

電話

適正な管理及び処分を行うことにより、効率的な活用を図る

一般会計

総務費

内部管理事務平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

担
当
部
署

部名

課名

会計

3

構 造 ・ 階 数

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等

－

第

第

財産管理費（普通財産維持管理事業）

開 始 年 度 終 了 年 度

みんなで創る　ひらかれたまち

（財産管理費）

5

　市の広報、ホームページによる公募、宅地建物取引業協会への媒介依頼、ヤフーオークションの利
用を通して、売却に努める。

部

章

市有財産（普通財産）

第

款

項 財産管理費

財産管理費1 節

無 頁 個別計画

信頼される市政の推進 目

予
算
科
目

年度17平成

むだのないひらかれたまちづくり

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

そ
の
他
特記事項等

５７－１６３１



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト － －

－

活
動
指
標

未利用公有地の売却

19,040

千円61,404 55,937 ▲ 8.9 59,468千円 千円

退職手当引当金相当額 千円2,800

千円 千円

千円

19,720

2,900

千円 55,937

平成21年度決算

千円39,564

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

伸率

千円

平成22年度決算

33,317

千円

千円

▲ 15.8

ヤフーオークションによる出品回数

千円

（ ）

平成 23

ホームページによる公募回数

年度（

利用者数　※設定できる場合

回

3.6

千円

千円

3.6

事 業 コ ス ト 計

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

回

1

1

平成

H21年度
実績

4

単位

人

筆

成
果
指
標

指　標　名
目標 実績 達成率

H22年度

1 1

3 6

100.0

100.0

200.0

1 1 1

1

目標

2

行政管理部

H23年度 年度29H
達成率最終目標

3

人

有効性
歳入確保の面から有効な事業であり、併せて、遊休地の処分を進めることにより維持管理費の削減につ
ながる。

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

2.90人 3.6

達成度

3

－

人2.80 2.90

61,404

36,848

59,468▲ 8.9

19,720

千円

千円

22 年度分） 内部管理事務

事 務
事 業 名

財産管理費（普通財産維持管理事業）
担
当
部
署

部名

課名

2,900

平成23年度予算

管財課
020 （財産管理費） 電話 ５７－１６３１

事業№

点数

3

3

市民協働事業の遊休地管理事業を取り入れながら、経費節減に努める。

目標以外の普通財産の売却があったり、法定外公共物の売払いの占める割合も収入確保の面からみれ
ば高い。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

・普通財産の維持管理経費については、市民協働事業を取
り入れながら経費の節減に努める。
・利用目的のない普通財産については、売却を行い収入の
確保に努める。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （表面）

指定管理期間 年度 ～ 年度

施策名（節 ）

総
合
計
画

事業№
事 務
事 業 名

実施計画掲載

施策の大綱

政策名（章 ）

021

事 業 期 間

㎡

管 理 形 態

指定管理者名

市 施 設県 施 設

補助区分

年度 類似施設状況

民間施設状況延 床 面 積

県支出金国庫支出金

平成21年度 平成22年度 平成23年度

市債 一般財源

内容（基準単価・補助率等）

施
設
等
整
備

財源内訳
（千円）

千円

整
備
内
容

施
設
管
理
運
営
設 備 ・ 規 模

年度 改 修 年 度

施 設 名

（裏面へ続く）

その他

補
助
金

類 型 区 分

上限額

千円

※上限額は、補助区分が「定
額補助」、「その他」のみ記載そ の 他

定額補助

定率補助

事業費補助

その他（

施設等整備費補助 政策的補助

利子補給 ）

団体運営費補助

格差是正補助

補 助 内 容

行政管理部

管財課

電話

市有バスの良好な運営を図るとともに、市有バスの維持管理経費の削減に努める

一般会計

総務費

内部管理事務平成 23 年度（ 平成 22 年度分）

事
業
目
的

対
象
誰を・何を

意
図
どのような
状 態 に

担
当
部
署

部名

課名

会計

3

構 造 ・ 階 数

総 事 業 費

建 築 年 度

耐震の有無

根拠法令・要綱等

－

第

第

公用車両管理費（市有バス管理事業）

開 始 年 度 終 了 年 度

みんなで創る　ひらかれたまち

（公用車両管理費）

5

各担当課を通じて、市の事業と認識した上で、バスの貸し出しを行う

部

章

市有バスの適正な貸し出し、運行

第

款

項 財産管理費

財産管理費1 節

無 頁 個別計画

信頼される市政の推進 目

予
算
科
目

年度17平成

むだのないひらかれたまちづくり

事
業
内
容

手
段
どのような
方 法 で

そ
の
他
特記事項等

５７－１６３１



事 務 事 業 評 価 シ ー ト （裏面）

うち一般財源ベース分

利用者１人当たりコスト － －

－

活
動
指
標

市有バスの年間運行回数

23,120

千円56,755 25,953 ▲ 54.3 25,720千円 千円

退職手当引当金相当額 千円3,400

千円 千円

千円

15,640

2,300

千円 25,953

平成21年度決算

千円30,235

千円

千円

財
源
内
訳

国 県 支 出 金 千円 千円

伸率

千円

平成22年度決算

8,013

千円

千円

▲ 73.5

千円

（ ）

平成 23

市有バス保有台数

年度（

利用者数　※設定できる場合

台

▲ 32.4

千円

千円

▲ 32.4

事 業 コ ス ト 計

一 般 財 源

当 該 事 務 従 事 職 員 数

そ の 他

4

平成

H21年度
実績

323

単位

人

回

成
果
指
標

指　標　名
目標 実績 達成率

H22年度

300 269

100.0

89.7

2 2 2

目標

300

行政管理部

H23年度 年度27H
達成率最終目標

300

人

有効性 4台運行から2台運行に縮減しているが、年間の運行回数は例年変わりがない。

評価項目

事
業
費
・
人
件
費

事　　業　　費

事
業
コ
ス
ト

直 接 事 業 費

人 件 費

2.30人 ▲ 32.4

達成度

3

－

人3.40 2.30

56,755

7,780

25,720▲ 54.3

15,640

千円

千円

22 年度分） 内部管理事務

事 務
事 業 名

公用車両管理費（市有バス管理事業）
担
当
部
署

部名

課名

2,300

平成23年度予算

管財課
021 （公用車両管理費） 電話 ５７－１６３１

事業№

点数

3

3

効率的な日程及びルートの設定について担当課及び団体と調整し、燃料費や委託料の節減に努める。

市有バスの維持管理費の削減に努める。

評価結果を踏まえた今後の方針（改善内容）

・市有バスについては、4台運行から2台運行に縮減してき
ている。
・今後も適切な維持・管理を行い、市民サービスの向上に資
し、少しでも維持管理費の節減に努める。

評価委員会のコメント

評価結果
（１次） Ａ 現行（計画）どおり事業を進めることが適当

効率性

説　　　明

（２次）
評価結果
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